
特定非営利活動法人ばれつと役員報酬規程

(目的)

第 1条 この規程は、特定非営利活動法人ばれつとの役員の報酬の基準について定めるこ

とを目的とする。

(報酬及び費用の支給)

第 2条 役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受ける事ができる。

1.報酬の額は月額とし、総会の議決を経て理事長が定める。ただし、一年分をまとめて

支給することができる。

2 1役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。

3 第 2項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

(補則)

第 3条 この規程の実施に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

この規定は、平成 14年 3月 25日から施行する。



(目的)

第一条

(支給方法)

第二条

(支給形態)

第三条

(計算期間)

第四条

(支給日)

第五条

(支給日の特例)

第六条

(控除)

第七条

(円未満の端数処理)

第八条

特定非営利活動法人ばれっと

職員賃金規定

就業規則第24条に基づき、常勤並びに非常勤職員の賃金は本規定の定め

るところによる。事業別の規定は別項にて定める。別項の無い事業につい

ては本規定の定めるところによる.パートタイマーの賃金規定は別に定め

る。

賃金は、特定非営利活動法人ばれつと (以下「法人」という)が取引する

金融機関の本人の回座へ振り込む.

月給にて支給する。

賃金は前月16日より当月15日までを計算期間とし、当月15日で締め切

りとする。

賃金は毎月 25日に支給する。支給日が休日にあたる場合は、必要に応じ

て翌日若しくは翌々日に繰り下げる場合がある。

次の各号のいずれかに該当する場合、本人または週族の請求により前条の

規定にかかわらず躙往の労働に対する賃金を支給する。

本人が死亡した時

本人が退職若しくは解雇された時

その他止むを得ない事情があり理事長が認めた時

賃金を支給する時は、次のものを控除する。

1. 法令に基づく源泉所得税・特別徴収住民税

2, 各種社会保険料

3= その他法人の立書金又は控除すべきもの
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賃金計算上生じる円未満の端数は円位に切り上げる.



(月平均所定労働日数)

第九条 当法人の月平均の所定労働日数は下記の通りとし、日割り計算、基準外資

金、減額等の算出根拠に使用する。

・事務局運営。余暇活動支援事業・就労支援事業 0・ ・20日

・共同生活援助事業。緊急…時保護事業。短期入所事業・・。22日

(日割り計算)

第十条 賃金日割り計算は、前条の月平均所定労働日数に基づき、基本給の月平均

所定労働日数分の 1を日割り額とし、出勤日数を乗じて計算する。

(中途採用又は休復職時及び無給休暇時の賃金)

第十一条    月の途中で就職または退職した時、或いは休職または復職及び無給休暇に
より月の中途で賃金の支給が停止若しくは開始に至つた時は、その月の賃

金は日割り計算で支給する。

(年次有給休暇の賃金)

第十二条 年次有給休暇、特別休暇 (ただし、就業規則に無給と定めたものは除く)

を取得した場合は、通常の動務をしたものとみなし、賃金を支給する。

(公傷休暇の賃金)

第十三条 公傷休暇中は、平均賃金の 100分の 60の休業補償金を支給する。但し、

同一の事由によって労働災害補償保険法による保険給付を受ける場合は、

当該給付額を充当支給する.

(育児。介護休業期間及び短時間勤務制度等による不就労時間)

第十四条     育児・介護休業期間及び短時間勤務制度等による休業中は無給とする.

(生理休暇)

第十五条 生理休暇中の給与は支給しない.

(育児時間)

第十六条 育児時間中の給与は支給しない。

第十七条

(子の看護伸暇)

第十八条 子の看護休暇中の給与は支給しない。
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(就業規則その他各種規程に無給と定める休業および不就労時間)

第十九条     就業規則その他各種規程に無給と定める休業および不就労時間において
は給与は支給しない。

(産前産後の賃金)

第二十条 産前産後の体暇中の給与は支給しない.

(休職期間中の賃金)

第二十―条 休職期間中の資金は原則として支給しない。ただし出向契約が締結されて

いる場合はこの限りではない.

(賃金の種類)

第二十二条 基準内賃金¨̈ ‐…………‐‐―基本給 (職能給+役割給)

基準外賃金‥‐‐‐………Ⅲ……‐‐役職手当

………………………執鵬邑改善手当

‐̈―‐‐……………宿直手当 {事業別別項にて規定)

‐‐…‐̈……………運動手当

‐…………‐̈ …̈‐時間外勤務手当 (事業別別項にて規定)

‐‐"…………………休日勤務手当

‐……………‐………深夜勤務手当

(基本給。日給からの減額)

第二十三条

遅刻による減額

遅刻は各事業の始業時間以降 1分を 1単位とし、次の計算式により減額する。

*基本給÷月平均所定労働日数÷8÷60分。・・1分単位の減額

欠動による減額

欠勤日数 1日から2日 欠勤1日につき基本給の200分の1
欠勤日数3日から5日 欠勤 1日につき基本給の120分の1
欠勤日数6日から10日 欠勤 1日につき基本給の100分の1
欠勤日数11日以上   欠勤 1日につき基本給の90分の1

*尚、遅刻・早退。外出は4回をもつて欠勤1日とみなし、遅刻。早退については1回半日を超え、

外出については1回 4時間を超える場合はこれを2回とみなす。

管理監督者の減額

管理監督者に該当する者に対しては、遅刻、早退があつても賃金からの減額は行わないものと

する.
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(会社都合による休業中の賃金)

第二十四条 会社の都合により従業員を休業させる場合には、休業手当として休業一日につき
平均賃金の100分の60を支給する。

(休日勤務)

第二十五条 1,所定労働時間外の休日勤務をした場合は、事前に振替休日を設けて調整する。

特別に定める場合を除き、休日勤務手当ては支給しない。

21このほかに、事業別別項の規定がある場合は、その規定を優先する。

(通勤手当)

第二十六条 自己の居住地から事務所まで交通機関を利用する場合は通勤手当を実日にて現金

支給する。ただし、上限は月額15′000円とする。

(住宅手当)

第二十七条 住宅手当は原則として支給しない。

(賃金の改定及び実施について)

第二十八条    1・昇給は別に定める「キャリアパス制度」ならびに「評価シート」IE基づいて職

員の人物・職務・能力・勤務成績等を慎重に審査しこれを行う.

2.特別に必要がある場合には、臨時に賃金の改定を行うことがある。

311に定める害査期間は上期 (11/16～翌715)下期 (716～ 11ノ15)を基準

として年単位で審査し、3/16より給与に反映させる.なお、入職後1年に満

たない者、並びに休職、休業期間のある者についてはその都度検討する。

(賞与)

第二十九条 1. 賞与は、常勤職員に対して支給する。

2` 賞与は年2回 (原則として7月・12月)法人の業績を考慮し支給する。

3. 賞与は原則として28条うに定める期間を対象とし、職員の勤務成績、態度な

どを慎重に考慮し、支給日に支給する.

4.法人の書しい業績の低下、その他やむを得ない事由がある場合には支給日を変

更し、または支給しないことがある。

5。 上記のほか、業績に基づき、決算特別手当を支給する場合がある.この場合は

年度末を原則として理事長の判断によりこれを支給する場合がある.

(異動の届出義務等)

第二十条    1.本規程に定める各手当の支給基準及び内容等に変更があつた場合は、速やかに

会社に届け出なければならない.

2.不正の届出により、賃金を不正に受給したときは、その返還を求め、1就業規則

に定める懲戒処分を行う。また、会社への所定の届出が遅延した場合も同様と

する.
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(手当金額の支給、変更、停LL)

第三十一条 又はその額を変更すべき亭由が発生した場合は、原則として

その事由の生した日の属する賃金計算期間から当該手当を支給又はそのが額

を変更するものとする。手当を停止すべき事由が発生した場合は、その事由の

生した日の目する賃金計算期間の次の賃金計算期間から当該手当を停止する

ものとする。

(退職金)

第三十二条 1.退職金は別途定める退職金規定による。

(附則)

。この賃金規定は2017年 7月 16日より実施する。

・2019年 5月 16日 8条、29条改定施行.

なお、2019年 5月 16日「キャリアパス制度」、「評価制度」を導入するにあたり、第28条 3

項にかかわらず導入初年度に限り、2019年 5月 16日～11月 15日の半期評価をもつて2020

年3月 16日より給与に反映させるものとする。

特定非営利活動法人ばれつ

理事長 相馬 宏昭

日



特定非営利活動法人ばれっと

事業名 就労支援事業 おかし屋ばれつと/1房ばれっと
(目的)

第一条

1. この規定は就業規則第 24条に基づき規定した職員賃金規定別項として、就労支援事業に従事す

てヽ規定したものである。

2. この規定別項にないものは、1職員賃金規定による。

第二条

1. 所定労働時間外に命令により早出 ,普通残業または休日出勤
。残業した場合はその勤務時間に応

じ基準外賃金を支綸する。ただし特に定めるものについては支綸しない。

2. 原則として、所属長の判断に基づき、通常動務終了時間の30分後から上限を2時間として普通

残業を命じるものとする。

3. 基準外賃金は、1時間につき次の通り計憚する。

常動・・・・基本綸÷20日÷8時間Xl.25

団王]

この規定は、日1にためる職員賃金規定の別頂として平成29年 4月 1日より実施する。

特定非営利活動法人はれつと

理事長 相馬宏昭

おかし屋ばれつと

所長 相馬宏昭

曰



特定非営利活動法人ばれつと

えびす。ばれつとホームノしぶや。ばれっとホーム

(目的)

第一条

1. この規定は就業規則第 24条に基づき規定した職員賃金規定別項として、共同生活援助

事業に従事する職員の賃金について規定したものである。

2. この規定別項にないものは、職員賃金規定による。

(宿日直手当)

第二条

1.宿日直が命じられ、その勤務に服した者には、原則としてその勤務 1回につき 6000

円を支払う。ただし、勤務後 1年未満の宿日菫手当については、給与に関する契約内容に

準ずる。

2. 前項の動務は、就業規則第5条の勤務に含まれないものとする。

附貝」 この規定は、別に定める職員賃金規定の別項として平成29年 4月 1日より実施する。

特定非営利活動法人ばれつと

理事長 相馬宏昭

えびす。ばれつとホーム

施設長 菅原 睦子

７
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書式第 17号 (法第 55条関係)

特定非営利活動促進法第 54条第 2項第3号に定める事項を記載した書類

1 資金に関する事項 [①収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項]
※ 丸数字は、特定非営利活動促進法第54条第2項第3号に定める事項の詳細について規定している特定非営利活動

法人名 特定非営利活動法人ばれっと 事 業年度
令和 2年 4月 1日
～令不口3年  3月 31日

1)収益の源泉別の明細

(2)借入金の明細

収 益 源 泉 の 内 訳 金 額

受取正会員費 2,175,000円

受取賛助会員費 990,000円

受取寄付金 5,109,403円

受取助成金 44,000円

渋谷区補助金 9,799,500円

受取東京都補助金 588,000円

渋谷区緊急一時保護事業委託料 7,708,628円

訓練等給付事業収益 38,720,554円

就労支援事業収益 8,310,971円

共同生活援助事業収益 35,529,942円

書籍等販売事業収益 182,500円

家賃収益 3,386,423円

売電収益 123,521円

受取負担金収益 7,302,920円

雑収益
115,354円

△
ロ 計 120,086,716 FI]

′」上
1日 入 先 金 額

西武信用金庫 恵比寿支店 8,988,236円

疑似私募債 8,750,000円

役員借入金 250,000円

円

円

計△
日

17,988,236円

し

(3)そ

132 に対応してし 。以下同じです。



2 資産の譲渡等の内容に関する事項 [②資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項]

(1)資産の譲渡に係る料金及び条件等

(2)資産の貸付けに係る料金及び条件等

役務の提供に係る料金及び条件等

譲 渡 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

書籍 「あなたとわたし わたしとあなた」 1,400円 正会員は 10%引 き

チャリティTシャツ 1,500円 正会員は 10%引 き

就労支援事業の製品 円 価格は別添付資料参照

円

円

円

円

円

円

貸 付 資 産 の 内 容 料 金 条  件  等

無 し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

条  件  等料 金役 務 の 提 供 の 内 容

20,000円東京外国語大学 講師料 9′ 16
5,000円中野特別支援学校 実習生受け入れ10′ 19‐ 23

5,000円港特別支援学校  ′′11′28‐ 12′ 1

22,000円特定非営利活動法人シブヤ大学講師料1024

20,000円金城学院大学 講師料 12ノ9

円

円

円

円



各組レギュラーサイズ

各種ハーフサイズ

¥700(航t)
¥350(航1と )

スリランカ産の香り高きアール

グレイをふんだんに使用。ミルク

で煮出した茶葉にリンゴの果肉

は相性抜群です !

アールグレイ

ココナリツス11イツ́

まっちや小三

シナモン、ナツメグなどのスパイ

スを練り込んだ生地に、くるみを

加え、表面にはココナッツをトッ

ピング。ちよつと贅沢な一品。

孝1,11た|

西尾の抹茶の豊かな香り。牛乳を加

えしっとりとした生地に、ほんのリ

甘いあずきの入つた優しい味わい。

|ウンドケ‐キ
キ́ウィフレッシュ
キーウィの爽やかな甘酢つば

さをいかしたフレッシュケー

キ。冷やして召し上がるとさ

らにおいしくなります。

lけナフレッシュ
バナナを使い、自然

な甘さとヨーグルトの酸味
が絶妙。おかし屋ばれつと

の大人気商品!!

|チ自ヨレサ|トケ■キ

レギュラーサイズ ¥1050(航t)
ハーフサィズ   ¥ 550(幾 t)

贖欝 り
Ч
「
あっくすクッキ

カップサイズ 物
れ弓Jん

●

あ―もんど

100,製入り
¥350(犠t)

¥ 150(1見込 )

ガトニショゴヲ

ベィタ時■ズケ■キ
|｀ .|'. 
―ギⅢ… ・・ ‐11, I11‐■・

'.・
‐・― ■t _■●

カカオ分 58%の クーベルチュールスイ |

―トロチョコレートとコクのあるココア

の入つたクラッシツクなチョコレートケ

ーキ。高温で焼いた香ばしい “くるみ"

の歯応えがとてもいいアクセントに!

定番の 5種のクッキー。
いろいろな味が楽しめます !

ま っ ち や ク ッ キ
Jυ
ζ督合施 込〕

西尾の豊かな抹茶の香りと玄米茶の香

ばしい味わいが “和"を引き立てます。・
1■

ハーフサイズ
カップサイズ

¥350(1売1と )
¥170(幾t)

グリツツ1半■
人り ¥年30～年50(航:も )
各プレーン0ごま・チーズ・シナモン

グリッシー

クリームチーズを贅沢に使用。レモン

汁を加え、さつばりと蒸し焼きに。濃

厚でしつとりした味わいの一品。

●口●

`ロ
ロ●

イタリアを代表するパン.食物繊維
たつぷりの “オルゾ"と いう大麦を

練り込むことで香ばしく、素材を活

かした自然なおいしさに !

カリッとした食感は後をひきます。

濃亀11で路ガ
Jリックチェタ響ζ督合1機,鋤

』證轡目[フ ランスブルターニユ産の古代伝統製法
¬甲ロロ
「
で作られた塩が隠し味に!たつぷリチーズ~  
とガーリックの風味が食欲をそそります。

ミルクティJ17ッキJΨ響蜜資1猟υ
おかし屋ばれつと一番人気商品 !!

お口に入れた瞬間から香るアールグレイ

の香り。たつぷりの牛乳とリンゴの果肉は

さらにおいしさを引き立てます。

ゆずリツプャ
Jク
ッキ
JΨ
V」究獄t〕

甘く煮詰めた生姜とゆずの果肉が入つたク

ッキー。ほのかな生姜の刺激と、ゆずの香

りが同時に楽しめる一押し商品 !

3ろ 3ろチョコビΨζ督合性鋤
ビターな生地に、優しい甘さのチョコ

チップがぎつしり !高温で丁寧に焼

き上げることでサクサクの触感に。

バイクドチJズケJキ

ダ

|

t

|

12本

■

・
　

Ｌヽ

¨
・●
●
‐
・

お
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3 取引の内容に関する事項 [③次に掲げる取引先、取引金額その他その内容に関する事項 イ 収益の生ずる取引
及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の最も多いものから順次その順位を付した場合におけるそれぞれ

第一順位から第五順位までの取引 口 役員等との取引]

譲渡資産の内容等譲 渡 価 格
の

関

係

2 y*-90,600円

・
ど法人

住所又は所在地

2 y**

2 y*-

r' v*-

クッキー

r' y*-

クッキー

2 y*-

11ノ22

2ノ 15

11/26

2ノ 1

121ノ2

1ノ 5.2ノ 17.3ノ 28

12/11

10,Oα)円

10,000円

10,000円

23,123円

10,000円

20,488円

10,226円

譲 渡

年月日

取引先の氏名

等

11ノ9.11′ 23.11ノ 30
12ノ6.12/23.2ノ 6

10,000円 クッキー3/1

1,858円 2 v*-3ノ5

(1)収益の生ずる取引の上位 5者

費用の生ずる取引の上位 5

(3)役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の親族等との取引

イ 資産 卸資産を含む。

氏名又は名称 住所又は所在地 取引金額 取 引 内 容 等

38,720,554円 訓練等給付

35,529,942円 共同生活援助給付

17,508,128円 補助金ノ緊急一時保護事業委託金

2,408,980円 作業所商品購入

588,000円 生産活動活性化支援事業

ホームページ管理

えびす 0ばれっとホーム賃借料

就労支援事業製菓材料費

ばれっとの家 いこっと賃借料

就労支援事業製菓材料費

取引金額

424,166円

12,253,800円

783,708円

4,800,000円

830,928円

住所又は所在地氏名又は名称 取 引 内 容 等



ロ 資産の貸付け (金銭の貸付けを含む。)

ハ 役務の提供 (施設の利用 )

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

貸 付

年月日
対 価 の 額 譲渡資産の内容等

無 し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

取引先の氏名等
法人との

関  係
住所又は所在地

役務の提

供年月日
対 価 の 額 役務提供の内容等

通年 12,253,800円
えヽ 。ばれっとホーム

12′8 55,685円 業務委託

通年 219,996円 会計

っとの家

通年 4,800,000円 いこっと

通年 424,166円 ホームページ管理

11ノ27 231,022円

円

円

円

円



4 寄附者に関する事項 [④寄附者 (役員、役員の親族等で、当該法人に対する寄附金の額の事業年度中の合計額が
20万円以上であるも 並びにその 日

関す [⑤給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項]5

氏 名 寄 附 金 額 受 領 年 月 日

無 し 円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

給 与 を 得 た 職 員 の 総 数 左 記 の 職 員 に 対 す る 給 与 総 額

42人 53,064,214円



6 支出し る事項 [⑥支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日]

7 海外への送金等に関する事項 [⑦海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並び
にその実施日]

支出年月日 支出先の名称 所 在 地 寄附の目的等 支出した寄附金額

円

円

円

円

無 し

円

円

円

円

円

円

合   計 円

実  施  日 使 途 金   額

円

円

円

無 し 円

円

円

円

円

円

円



法人名 特定非営利活動法人ばれっと
|チ
望」

3運営組織及び経理に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 役員の総数のうちに次の者の数の占める割合がそれぞれ3分の1以下であること
(1)役員及びその親族等

② 特定の法人の役員又は使用人である者及びこれらの者の親族等

口 各社員の表決権が平等であること

′

ハ 会計について公認会計士又は監査法人の監査を受けていること、又は帳簿書類の備付け、取引の記
録及び帳簿書類の保存について青色申告法人に準じて行われていること

二 支出した金銭の費途が明らかでないものがある等の不適正な経理が行われていないこと

イ

(注 1)

(注 2)

各欄の人数等は、第3表付表1『役員の状況」から転記してくださしヽ

③及び⑤については、小数点以下第2位を切り捨てた数値を配載してくださしヽ

ロ

項  目 最も人数が多

い「親族等」の

グループの人

数

割 合
最も人数が多い「特定の法

人の役員又は使用人であ

る者及びこれらの者の親

族等」のグノレープの人数

割 合

役員数

(②÷③ (④÷③

① ② ③ ④ ⑤
区 分

③
令和2年 4月 1日

～令和3年 3月 31日 13人 0人 0% 0人 0%

⑮ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

◎ 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

① 年 月 日～ 年 月 日
人 人 % 人 %

申 請 時
人 人 % 人 %

各社員の表決権が平等である ④ ⑮ ◎ ① ◎

上記を証する書類の名称とその内容等

はい

いいえ

:｀』にい

いいえ

はい

いいえ

はい はい

いいえいいえ

① 申請時

はい

いいえ

はい

いいえ

書式第 7号 (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 3表 ) (初葉)

∝意1申D
・ 認定基準等チェック表 (第 3表)は、法第関条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時においても調載及び添

付する必要があります。その場合、上記口の記載の必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第馬条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類Dに配載した事項について、

添付を省略することができます。



ハ

項 目 ④ ⑮

会計について公認会計士又は監査法人の監査を受け

ている

はい

匝ヨ

はい

いいえ

帳簿書類の備付け、取引の記録及び限簿書類の保存

を青色申告法人に準じて行つている

はい

いいえいいえ

◎ ① ◎ ① 申請時

は セヽ

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

はい

いいえ

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請時

費途が明らかでない支出がある、帳簿に虚偽の記

載がある等の不適正な経理の有無
有。□ 有。無 有。無 有・無 有。無 有 。無 有。無

第3表 (次葉)

∝意1申D
認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書E)に記載した事項について、改

めて記載する必要はありません.

エ

○ 二において、「費途が明らかでないもの」とは、法人が費用として支出した金額のうち、その費途を確認することができないも

のをいい、法人が名目に関わらず支出した金銭でその費途が明らかでないものが、これに当たります。 なお、意図的にその支出先を

明らかにしない支出がある場合も、当然に「費途が明らかでないもの」があることになり、認1定を受けることはできま
せん。

3

記 載 要 領 注 意 事 項項    目

区分欄の「④～①」の各欄には、実績判定期間の各事業

年度 (又は各年)を記載します。

第3表付表1「役員の状況」を記載して、「①」、「②」

及び 口④」の各欄に該当する人数を転記します。

イの各欄

該当する一方を「○」で囲みます。

「上記を証する書類の名称とその内容等」欄には、例え

ば、「定款 (又は会貝ゆ第○条に『各正会員の表決権lよ

平等なものとする』と規定」のように記載します。

口の各欄
「上記を証する書類の名称とその内容

等」欄には証する書類の内容を文言のと

おりに記載します。

① 「会計について公認会計士又は監査
法人の監査を受けている」の「!まし」

1■I`⊇」……L」生」盪ヒ全」≦」」」肇笙』型憂lttE奎1番

付してくヱ塾nL
② 「帳簿書類の備付け、取引の記録及
び帳簿書類の保存を青色申告法人に準

じて行っている」の「l力】_L」Ω二

ユ
`菫
」盪全1二主主、壺

=旦

室重±塞2L」]墨璽堡旦

織o理型塑重型L透位墜

“

廷塾

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「④」から「①」については、イ圏講積す
‐
る各期

間 (「④」から「①」)を示したものです。

)\a44il

該当する一方を「○」で囲みます。

なお、「③」から「①」については、イに記載する各期

から「①」)を示した

二の各欄



書式第8号 (法第44条・51条・58条関係)

役 員 の 状 況 第 3表付表 1

○

法人名 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申請 時

役  員  数 13人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

0人 人 人 人 人 人 人

役 員 の 内 訳

就 任 等 の 状 況

氏  名 住  所 職名 続柄等 就任・退任

年月日
④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 中請時

理事 2002年 4/1就任

相馬宏昭~げ
万″可
~

菅原睦子

○

理事 ○
26i3‐年ち/お読荏

‐

2020年 5/231退任

理事 ○ 2002年 4/1就任

南山達郎

理事 ○ 2002年 4/1就任

高橋知子
~~に
シガ 理事 ○

2002.年 4/1

西嶋美那子
2020年 5/23退任

理事 ○
2010

今井啓二
2020年 5/23退任

テIリイアリ 理事 ○
2010 5/31就任

田口雄一

理事 ○ 2010年 5/31就任

辻正雄
~そ

ミWitti)‐ 理事 ○

宮代幸枝
‐
で力や市) 理事 ○

25■
~年

7Jf読荏
‐

田代真紀子

(ヨネ渤 モンド)

米岡文土

理事 ○

‐
(ララ'7‐ 理事 ○

藤井 志保‐‐
そ石′
‐ヾ
7ヾ万戸

前田大地‐‐
0市可豚)~
金子工和

理事 ○
201丁年瓦′

'5就

荏
‐

理事

理事

251び年34j5就荏
‐

黒澤友貴

○



~(ザ
蒻 ) 監事

2011年 5/21
就任矢崎 芽生

(注意事項)

認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第55条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)に記載した事

項について、添付を省略することができます。



法人名 特定非営利活動法人ばれっと

伝 票 又 は 帳 簿 名 左の帳簿等の形態 記帳の時期 保存期間

現金日計簿
A4

都度 7年
(単票 +確証及び金種 表 )

についてルーズリーフ

ソフト
都度 7年

総勘定元帳
(NPO専用W昴会計)
によるノンーズリーフ

仕訳日記帳
ソフ

都度 7年
(NPO専用Ⅷめ会計)

によるノレーズリーフ

給与台帳 給与ソフト (Web給与) 都度 7年

によるノレーズリヽ一フ

固定資産台帳
′ヽ‐サ
ノ ノ

都度 7年
(NPO専用W昴会計)

によるノい―ズリヽ一フ

書式第 9号・ (法第 44条・51条・58条関係 )

帳 簿 組 織 の 状 況 第3表付表2

(記載|ヨD
・ 『伝票又は帳簿名」欄は、例えば「入金伝頭し、「出鋼 、「振替伝票」、!覇綸:出納幅」、「総勘定元帳」などのように記載します。

・ 『左の根簿等の形態」欄は、「単原コ、「ルーズリーフ」、「装丁幌簿」などのように記載します。
。 「記帳の時期」欄は、:職時」、「毎日」、「―週間ごと」のように記載します。
・ 認定の有効期間の更新の申請に当たつては、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:害順)に記載した内容に変更
がないときは、添付を省略することができます。



法人名 特定非営禾:偏置法人ばれっと チェック欄

4 事業活動に関して次に掲げる基準に適合していること
イ 宗教活動又は政治活動等を行つていないこと
口 役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益を与えないこと、役員等又は役員等が支配する法
人と当法人との間の資産の譲渡等に関して特別の利益を与えないこと、役員等に対し役員の選任その他当

法人の財産の運用及び事業の運営に関して特別の利益を与えないこと、及び営利を目的とした事業を行う

者、上記イの活動を行う者又は特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対し寄附を行わないこと

ハ 実績判定期間における事業費の総額のうち特定非営利活動に係る事業費の額の占める割合が80%以上
であること

二 実績判定期間における受入寄附金総額の70%以上を特定非営利活動の事業費に充てていること

′

ロ

◎ ① 申罰郭寺④ ⑮ ◎ ①日
Ｈ項

有 。無 有 。無 有・ 無有 有・ 無 有 ・ 無 有 。無
宗教の教義を広め、儀式を行い、及び信者

を教化育成する活動

有 。無 有・ 無 有・ 無有 有 。無 有・ 無 有 。無
政治上の主義を推進し、支持し、又はこれ

に反対する活動

有・ 無有・ 無 有・ 無 有 。無有 有・ 無 有 。無

特定の公職の候補者若しくは公職にある者

又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに

反対する活動

項 目 ④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申書事寺

役員の職務の内容、職員に対する給与の支給の状況、当法人

とその活動内容及び事業規模が類似する他の法人の役員に

対する報酬の支給の状況等に照らして、当法人の役員に対

する報酬の支給として過大と認められる報酬の支給その他

役員等に対し報酬又は給与の支給に関して特別の利益の供

与の有無

有。国 有。無 有。無 有・無 有・無 有・無 有・無

役員等又は役員等が支配する法人に対しその対価の額が当

該資産のその譲渡の時における価額に比して著しく過少と

認められる資産の譲渡その他役員等又は役員等が支配する

法人と当法人の間の資産の譲渡等に関して特別の利益の供

与の有無

有。国 有・無 有・無 有。無 有・無 有・無 有。無

役員等に対し役員の選任その他当法人の財産の運用及び事

業の運営に関して特別の禾l協畠の供与の有無
有・□ 有。無 有。無 有・無 有。無 有。無 有。無

営利を目的とした事業を行う者及びイの活動を行う者又は

特定の公職の候補者若しくは公職にある者に対する寄附の

有無

有。国 有・無 有・無 有。無 有。無 有。無 有。無

書式第10号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 4表) (初葉)

∝意申D
・ 『認定基準等チェック表 (第 4表)」 は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規濯等提出書類)の提出時においても記載
及び添付する必要があります。その場合、「認定基準等チェック表 第4表 (次葉)」 (ハ及び二)の記載及び添付の必要はありま

せん。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、法第5条第 1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出:□E):=記載した事項につい
て、添付を省略することができます。

□



法人名 特定非営利活動法人ばれっと チェック欄

5 次に掲げる書類について閲覧の請求があつた場合には、正当な理由がある場合を除きこれをその事
務所において閲覧させること

イ 特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等、役員名簿及び定款等
口 各認定基準等に適合する旨及び欠格事由に該当しない旨を説明する書類
ハ 寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類
二 役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

ホ 収益の明細その他の資金に関する事項、資産の譲渡等に関する事項、寄附金に関する事項その他一定の事

項等を記載した書類

へ 助成の実績並びに海外送金等の金額及び使途並びにその予定日を記載した書類

次に掲げる書類について閲覧の請求があった場合には、正当な理由がある場合を除きこれをそ

の事務所において閲覧させることに同意する。

※閲覧に関する郷唄|」 綱メ嚇損ID等がある場合に|よ そC漁唄l」 網プ虜損D等を添付してくださしヽ

同  意

しない

① 事業報告書等 (事業報告書、財産目録、鋼 照表、活動計算書、年間役員名簿、社員のうち10人以上の者の

氏名及び住所又は居所を記した:罰∋

② 役員名簿

③ 定款等 (定款、認証書の写し、登記事項証明書の写D

イ

ハ

ロ 各認定基準等に適合する旨を説明する書類、欠格事由に該当しない旨を説明する書類

寄附金を充当する予定の具体的な事業の内容を記載した書類

前事業年度の役員報酬又は職員給与の支給に関する規程

次の事項を記載した書類

① 収益の源泉別の明細、借入金の明細その他の資金に関する事項

② 資産の譲渡等に係る事業の料金、条件その他その内容に関する事項
③ 次に掲げる取引に係る取引先、取引金額その他その内容に関する事項
。 収益の生ずる取引及び費用の生ずる取引のそれぞれについて、取引金額の多い上位5者との取引
・ 役員、社員、職員若しくは寄附者又はこれらの者の配偶者若しくは三親等以内の親族又はこれらの者と特殊
の関係のある者との取引

④ 寄附者 (役員、役員の配偶者若しくは三親等以内の親族又は役員と特殊の関係のある者で、当該法人に対する

寄附金の額の事業年度中の合計額が四万円以上であるものに限る。)の略 並びにその割附金の額及び受領年月

・日

⑤ 給与を得た職員の総数及び当該職員に対する給与の総額に関する事項

⑥ 支出した寄附金の額並びにその相手先及び支出年月日

⑦ l海外への送金又は金銭の持出しを行った場合におけるその金額及び使途並びにその実施日

ホ

助成金の支給を行った場合に事後に所轄庁に提出した書類の写し

′

書式第 13号 (法第44条・51条・58条関係)

認定基準等チェック表  (第 5表 )

∝意中0
・ 認定基準等チェック表第5表は、法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に配載及び添付する必要
があります。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、添付の必要はありません。



書式第 14号・ (法第 44条・51条・58条関係 )

認定基準等チェック表  (第 6、 7、 8表)

法人名 特定非営利活動法人ばれっと

認定基準等チェック表  (第 6表)

認定基準等チェック表  (第 7表)

認定基準等チェック表  (第 8表)

∝意1申D
・ 法第55条第1項に基づく書類 (役員報酬観程等提出書類)の提出時に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8:D
は、配載する必要はありません。

・ 認定の有効期間の更新の申請に当たっては、認定基準等チェック表 (第 6表及び第8表)の配載の必要はありません。また、法第
55条第1項に基づく書類 (役員欄酬規程等提出:出煽)に記載した事項について、改めて記載する必要はありません。

6 実績判定期間を含む各事業年度の特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等を同法第
29条の規定により所轄庁に提出していること

特定非営利活動促進法第28条に規定する事業報告書等の所轄庁への提出の有無

チェック欄

③ ⑤ ◎ ④ ◎ ①

有 ・ 無 有 ・ 無 有 缶 有 0無 有 ・ 無 有
`聾

7 法令又は法令に基づいてする行政庁の処分に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの

利益を得、又は得ようとした事実その他公益に反する事実がないこと

法令に違反する事実、偽りその他不正の行為により何らかの利益を得、又|ゴ尋ようとした事実

その他公益に反する事実の有無

注・認定基準等チェック表 (第■静 は、法第5条第1項に基づく書類 (役員報酬規程等提出書類)の提出時に記載及

び添付する必要があります。

チェッタ欄

′

④ ⑮ ◎ ① ◎ ① 申 請 時

有 征 有 征 有 ・ 無 有 缶
有 □

ヒ」 有
任 有 征

8 申請書を提出した日を含む事業年度の初日において、その設立の日以後 1年を超える期間が経過し

ていること

チェック欄

事業年度 月  日～  月  日 設立年月日 平成  年  月  日



書式第15号 (法第44条・51条・58条関係)

欠格事由チェック表

は認定、特例認定又は認定の有効期間の更新を受けることができません。
1 役員のうちに、次のいずれかに該当する者がある場合
イ 認定特定非営利活動法人が認定を取り消された場合又は特例認定特定非営利活動法人が特例認定を
た場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定特定非営利活動法人又は当該特
例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であつた者でその取消しの日から5年を経過しないもの
口 禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しな
い者
ハ 特定非営利活動促進法若しくは暴力団員不当行為防止法に違反したことにより、若しくは刑法204条等田 )若
しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律に違反したことにより、
罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受けることがなくなつた日から5年を経過しない者
二 暴力団の構成員等帷

2)

2 認定又は特例認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人
3 定款又は事業計画書の内容が法令等に違反している法人
4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過しない法人 (認
定、」塑塁壁墾聾鰹堕望星整凶眠也塑墾國凶田盤聾聾墨』駐甑塑国聖壁劉型壁聾1主蟹ヨ1立:日堕囲型墜生二●2生二並」
|二塁墨饉 重幽 」L璽菫童:凶堕杢地 LL二重豊塾LL菫日塑 主E壁幽堕塁菫墾□里2□111塑塾型 菫 )。

5 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を経過しない法人
6 次のいずれかに該当する法人
イ 暴力団
口 暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人

b 次のし る法人

法人名 特定非営禾:歴置法人ばれっと チェック欄

′

役員のうち、次のいずれかに該当する者の有無

認定特定非営禾l括動法人が認定を取り消された場合又は特例認1定特定非営利活動法人が特

"朧

,定

を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があつた日以前1年内に当該認定

特定非営和:膳動法人又は当該特例認定特定非営利活動法人のその業務を行う理事であった者でそ

の取消しの日から5年を経過しない者の有無

有。□

禁鋼以上の刑に処せられ、その執行を終わつた日又はその執行を受けることがなくなった日から

5年を経過しなセ嗜・の有無
有

特定非営和括藪促進法若しくは暴力団員による不当行為防止法に敵 したことにより、若しくは

刑法第204条等若しくは暴力行為等処罰法の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に

関する法律に故 したことにより、罰金刑に処せられ、その執行が終わつた日又はその執行を受

けることがなくなった日から5年を経過しない者の有無

有 □

暴力団の構成員等の有無 有・園

，
“ 認定又は特伊j認定を取り消されその取消しの日から5年を経過しない法人 1fpr.Ir1,yi

セ`
ｎ
０ 定款又は事業計画

.書
の内容が法令等に敲 している法人 は い

。

4 国税又は地方税の滞納処分の執行がされているもの又は当該滞納処分の終了の日から3年を経過

しない法人
はい・ ′ヽいえ

瀞
摘

認定、特例認定又は認定の有効期間の更新の申請時に、」LヨE墜1三』整璽壼整塁塑菫塵日目窒::L型≧重」L墜量菫LLと」堕□童菫E□壁書

_墜雲型堕並̈型墜:塵]量i首:道堕[塁笙菫:璽」聖:壺]区]堕!回:星壼:Lら重」巳」≧重11!L:壁」堕』聾」2!二」整塾」豊:塑二:里董

`墜

壼1±」
=ユ
ニ≧ _̈_

(注 1)その他の事務所がある場合は、その他の事務所所在の滞納処分に係る納税証明書も添付すること

(注 2)役員報酬規程等提出書には添付不要

０́ 国税に係る重加算税又は地方税に係る重加算金を課された日から3年を組翫旦しない法人 Itl,',.[-El

6 次のいずれ力ヽ こ該当する法人

暴力団 はい。匝亘区
暴力団又は暴力団の構成員等の統制下にある法人 はい。FT畷


